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1．問題の所在と限定
　自動車損害賠償責任保険（以下「自賠責保険」と表記）は交通事故の被害者の保護を図
り、あわせて自動車輸送の健全な発達に資することを目的に1955年に設立された対人賠償
責任を果たす保険であるD。その主な特徴として、強制保険、ノーロス・ノープロフィッ
トでの運営、政府再保険制度および共同プールの存在、事故調査および保険金支払方法の
特殊性、等が挙げられる2）。そして制度設立以来環境変化に応じた改定を繰り返しながら
確実な成果をあげてきた。しかし自賠責保険をめぐるステイクホルダー（stakeholders）
の利害が対立し、さまざまな問題も生じている3）。損害保険会社が自賠責保険の運営主体
として被害者保護を実施する上で、ステイクホルダーの利害の調整が不可欠である。この
際、遵法を最低限のレベルとした対応が企業の社会的責任として求められているのが現状
である4）。本稿はこのような状況をふまえ、営利企業である損害保険会社としての自賠責
保険の運営指針について検討するものである。自賠責保険の目的を達成するという制約条
件の下でのステイクホルダーの優先順位を決めることは、損害保険会社にとっての倫理的
課題事項と言える。倫理的課題事項に対処するには、誰に対して道徳的責務を負い、誰の
利益に供するのか明確にする必要がある5）。これにより、損害保険会社の企業戦略の中で
の自賠責保険の位置づけを明確にし、それに従った運営指針を経営者の立場から示すこと
を試みる。
　自動車の保有者である保険契約者（被保険者、以下「契約者」と表記）は危険物の管理
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者として危険責任を負う。自動車の運行によって利益を得ている者は、その運行によって
引き起こされる損害賠償責任を負担する必要があるためである。これに対し、損害保険会
社には自賠責保険の引受義務が課され、これにより法的責任を果たすことになる6）。しか
し、契約者が賠償責任を果たすためにはそれ以上の倫理的レベルの責任が求められる。企
業はステイクホルダーの適正なニーズに関心を払い、その期待に応えられなければ、長期
的に成功することはできない7）。そしてさまざまなステイクホルダーの利害を調整するの
は経営者の役割である8）。しかし、被害者と契約者の利益は対立しやすく、また契約者全
体の利益と個々の契約者の利益は一致するとは限らない。さらに根本的な問題として、営
利企業である損害保険会社が社会政策的な自賠責保険の運営をし、その上乗せ部分に該当・
する任意の対人賠償責任保険（以下「任意保険」と表記）9）は営利目的で性質が異なるも
のである。そして十分な賠償資力を確保する上で任意保険の拡充による経営基盤の安定が
不可欠である。これらを被害者保護に関する倫理的課題事項として捉え、問題点を整理し
ていく。
　　　　　　　　　　　　　　　　　【注】
1）自動車損害賠償保障法第1条で自賠貴保険の目的が示されている。
　自賠責保険の設立経緯とその後の制度改正状況にっいては損保協会〔1999〕pp．4・－8を
　を参照のこと。また、損保業界の視点から設立経緯を捉えた曽田〔1994〕からは、後
　述の政府と損保業界の自賠責保険をめぐる利権問題は設立段階からの懸案であったこ
　とが裏付けられる（pp．　76・・79）。
2）損保協会〔1999〕pp．　4・－5。同資料ではその他の特徴として、政府保障事業の存在、損
　害保険会社の破綻時の対応、自賠責保険審議会の存在、自賠責保険特別会計の存在を
　挙げられている。その他、全国一律の制度設計、車検時の付保確認等も挙げられる。
　なお、政府再保険制度にっいては2002年度以降廃止に向けて自賠懇で検討中である（
　　『インシュアランス（損保版）』第3891号（2000／4／20）pp．2－3）。
3）運輸省「自賠責のあり方に係る懇談会（1999年2月設置、9月30日中間報告書提出）
　」は以下の3点を検討するため設置された（個別の論点については自賠懇〔1999－a〕
　自賠懇〔1999－b〕参照）。①交通事故被害者の保護等交通事故被害者の保護を図るた
　めの制度のあり方、②保険契約者（自動車保有者）にとって望ましい制度のあり方、
　③その他今後の自賠責保険保険のあり方全般。
　　このような論点が検討される背景には、自賠責保険の被害者救済機能の不十分さへの
　社会的批判がある。鈴木〔1999〕では週刊誌等の関連記事の主要点を以下のようにま
　　とめている（PP．38・’39）。①保険金の減額、②加害者無責判定事例の多さ、③死亡無
　責判定事案の多さ、④後遺障害の等級判定をめぐるトラブル、⑤料率引き下げに対す
　　る非難と保険金額引き上げ要求。そして運営主体としての損害保険会社への批判は根
　　強く、リスクとして対処すべき状況にある。この点にっいては2－1で言及する。
4）企業の社会的責任は経済的責任、法的責任、倫理的責任、フィランソロフィックな責
　任の4段階に分類され・現在ではそのうち遵法を最低限のレベルとするといった倫理
　　的責任を果たすことが求められている（Carroll〔2000－b〕PP．33－38）。倫理的責任
　　は、消費者、従業員、株主・地域社会その他のステイクホルダーが公正（fair）、正（r
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　ight）、正義（just）とみなすことを反映した行為（behavior）やステイクホルダー
　の道徳的権利や正当な期待に則した利害を反映した行為にっいての規範（norms）、基
　準（standards）、期待（expectations）にまで及ぶものである（Carrol1〔2000－a〕
　P．37）。
5）フリーマン〔1998〕では倫理的分析のガイドラインを以下のように示す（p．75）。①
　誰がステイクホルダーでどんな影響を受け、どんなリスクにさらされているか、②各
　ステイクホルダーにとって重要な価値、③どんな権利と義務が絡んでいるか、④どん
　な原理やルールがかかわっているか、⑤類似したケースは、⑥では、私達は何をすべ
　きか。
6）自動車損害賠償保障法第7条。責任保険における第三者の権益については注15参照。
7）Carroll　〔2000－b〕P．64．
8）　Evan＝Freeman　〔1988〕　pp．102～103．
9）任意の対人賠償保険を含めた自動車保険制度の概要にっいては自算会〔1999〕pp．1～2
　を参照のこと。両者の性格の違いと役割分担にっいては鈴木〔1997〕p．79を参照のこ
　　と。また、1998年度の日本の損害保険会社34社の正味収入保険料における自動車保険
　のシェアは利益率約5％で運営される任意保険が約3兆6000億円で51．7％、ノーロス
　　・ノープロフィットの自賠責保険が約9000億円で8．0％（rファクトブック1999　日
　本の損害保険』p．11）で特に任意保険は損害保険会社の主な収入源となっている。
2．自賠責保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダーと利害の対立
2－1　自賠責保険をめぐる損害保険会社のステイクホルダー
　ステイクホルダーは、最広義には「組織の意思決定・政策・業務実践により影響を受け
る、または影響を及ぼしうる全ての個人と集団1°）」と定義される。そして企業にとって
その生存に不可欠な一義的ステイクホルダー（primary　stakeholder）と影響を受ける二
義的ステイクホルダー（secondary　stakeholder）に分類可能とされる。前者の例として
顧客（customers）、供給業者（suppliers）、従業員（employee）、所有者（o冊ers）
、後者の例として一般大衆（general　public）、政府等規制当局（various　leveI　of　gov
ernment）、社会利害集団（social　activist　group）等が挙げられる11）。なお各ステ
イクホルダーは環境要因からさらに下位分類が可能である12）。
　企業と社会は相互作用により利害を共有し、相互依存関係にある。そして、経営者は企
業の存続を図るため、ステイクホルダーの利害を加重しバランスを図ろうとする。従って
企業戦略という観点からは、ステイクホルダーを広義に考えなくてはならないことになる
13）B例えばCarroll〔2000－b〕では、経営者がさまざまなステイクホルダーの要求の正
当性に優先順位をつける方法として、組織の存続に不可欠な利害関係を有する中核的（co
re）ステイクホルダー、特定の状況において企業に対して特定の脅威と機会を与えるもの
である戦略的（StarategiC）ステイクホルダー、その他の環境的（enVirO㎜entaDステ
イクホルダーという分類を用いて、企業目的との関係から優先順位を決定している14）。
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　このような一般的分類に基づき、自動車事故の加害者に該当する契約者と契約関係にあ
る損害保険会社を中心に、自賠責保険をめぐる主要なステイクホルダーとその関係を示す
と図2－1のようになる。本稿ではこのうち契約者と被害者との関係を中心に考察を行う
。被害者は一義的ステイクホルダーではないが、保険事故という特定状況発生時には戦略
的ステイクホルダーとして捉えられる15）。または顧客に該当する契約者以外の一義的ス
テイクホルダーである所有者、監督当局、供給業者との関係から、被害者の位置づけをめ
ぐる倫理的課題事項が発生する。
図2－1　損害保険会社の自賠責保険をめぐるステイクホルダー
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　さらに自賠責保険をめぐる二義的ステイクホルダーには、特定利害集団（special－inte
rest　group）としての被害者の会、弁護士、メディア等が存在する。今日の企業環境にお
いてはメディアの力が特に強まっている。）、自賠責保険での被害者救済をめぐる社会問
題化に際しても、損害保険会社への批判に影響を及ぼしている。二義的ステイクホルダー
は組織に対して直接的というより抽象的な利害を持っものなので、それへの道徳的責任は
相対的に低くなる傾向にある。しかし、その要求の緊急性が合法的以上である場合には、
一義的ステイクホルダーに変わる17）。従って、損害保険会社にとってこれらのステイク
ホルダーは倫理的レベルの責任を果たすべき対象であり、リスクとして対処していく必要
がある。
10）Freeman・Reed〔1983〕p．91．ステイクホルダー概念への関心が1990年代に入ってから
　　急速に高まっている。その変遷にっいてはCarroll〔2000－b〕p．67参照のこと。
11）Evan・Freeman　〔1988〕pp．100－102．この分類法はFreeman・Reed〔1983〕での広義と
　　狭義の定義付け（p．91）を受けたものである。Post，et　al．〔1999〕はこの分類につ
　　いて二義的は一義的より重要でないという意味ではなく、また分類自体も固定的なも
　　のではない（p．10，77）、とする。さらに、Carroll〔2000－b〕ではこの分類に社会
　　的か非社会的かという分類基準を組み合わせ、生存に不可欠な一義的社会的ステイク
　　ホルダーと、評判や公的な立場に影響を及ぼす二義的社会的ステイクホルダーを区別
　　し、前者への道徳的責任の度合いが強くなることを紹介している（pp．68－69）。
12）Carroll〔2000－b〕p．66．例えば従業員の下位分類として女性や少数派、高齢者、組
　　合、活動家が抽出されている。これに従い、自賠責保険においては契約者から保険事
　　故に遭遇した契約者を抽出し、被害者にっいては一般大衆の下位分類とすることが可
　　能である。
13）この記述はFreeman・Reed〔1983〕p．91に依拠している。
14）Carroll〔2000－b〕pp．66・－69，73．その結果、倫理的レベルでのステイクホルダーの
　　優先順位を決めるアプローチは、第一に、株主重視の戦略的アプローチ、順位付けは
　　不明確となる多様な受託者アプローチ、ステイクホルダーに対する道徳的責任を制約
　　条件として株主を重視する総合的なアプローチに集約される（pp．69・－72）。そして、
　　ステイクホルダーの正当性（1egitimacy）、影響力（power）、緊急性（urgency）
　　といった性格や属性から順位付けをし、5段階に分けたステイクホルダー・マネジメ
　　ント手法を用いる（pp．73－74）。
15）自賠責保険において契約者が賠償責任を有する被害者は契約当事者ではない。このよ
　　うな責任保険における第三者の権益をめぐり様々な問題点が指摘されているが、本稿
　　の考察範囲を越えるものである。法的解釈については西嶋〔1999〕pp。12－18等を参照
　　のこと。
16）　Carroll　〔2000－b〕　P．69．
　　自賠責保険をめぐる社会問題化により、損害保険会社の企業倫理リスクは増大し間接
　　損害を引き起していると想定される。
17）　Carrol1　〔2000－b〕　P．69．
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2－2　問題点の整理
　自賠責保険は政府主導で制度設計が行わるため、その運用をめぐる損害保険会社の裁量
の余地は少ない。このため損害保険会社は法的責任を満たしている限り問題はないと考え
られる。しかし、以下のような問題に際してステイクホルダーの利害が対立しており、遵
法を基準とするだけでは解決がつかない状況にある18）。
（1）被害者保護の方法とステイクホルダーの優先順位
　損害保険会社による被害者保護の方法と程度は、契約者と被害者、さらに保険団体全体
と保険事故に遭遇した特定被害者の優先順位により決定される。
　損害保険会社は自賠責保険の引受義務を有する。このため損害保険会社としては保険引
受により被害者保護の法的責任を果たすことになる19）。しかしその方法と程度をめぐっ
ては、契約者と被害者の利害は必ずしも一致しない。損害保険会社が被害者保護のために
できることは、保険事故発生時の被害者への補償を確実にすること、っまり、契約者の賠
償資力を確保することである。しかしこの際法定の賠償責任を満たすだけで十分なのか、
より手厚い被害者保護にっながる付加的サービスまで行うべきかが問題となる2°）。この
問題に際しては、さらに、保険団体全体の利益と保険事故に遭遇した特定の契約者の利益
の優先順位という別角度からの問題も生じる2D。
　また、自賠責保険はノーロス・ノープロフィットの原則にもとづき料率設定が行われて
いるが、再保険制度を通じた運用益が存在する22）。この利用方法をめぐっても、前述の
ように特定の被害者保護のための特定契約春救済、っまり個々の保険事故ごとの補償額や
後遺障害への対応を場合によってはその拠出に見合う以上に手厚いものにすることを認め
るのか、料率引き下げにより自動車ユーザーである将来世代を含めた契約者全体に還元す
るのかが問題となっている23）。これに加えて株主である所有者の優先順位にっいても問
題となる24）。また、自動車保険を公共財として捉え、インフラ整備等による社会還元と
いう方法もありうる25）。この他にも、被害者間でも加害者の付保状況により賠償に差が
生じるという制度的な問題もあるが、そこまで関与していくべきかどうかも倫理的レベル
では問題と言える26）。
（2）営利企業としての経営基盤の強化
　次に、損害保険会社が一営利企業として経営基盤の強化を図る上で、被害者保護が阻害
要因になることもありうる。例えば、自賠責保険による補償範囲の拡大は、損害保険会社
が任意保険による利益を確保する上での阻害要因になりうる。また、過失相殺27）をめぐ
っては自賠責保険では被害者保護の観点から厳格な意味での適用は行われないことになっ
ているが28）、一括払い制度29）の採用により過失相殺が厳格化される。この場合には、
損害保険会社の収支の安定につながるが、被害者保護を後退させる場合がある。さらに、
任意保険での利益を確保するため、補償を自賠責保険の範囲内にとどめようとする傾向に
あるという指摘もある8°）。しかし同時に任意保険での経営基盤の強化は、最終的には被
害者保護にもつながる。
　また、損害保険会社の多くは株式会社形態である。その株式所有構造は企業集団内での
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持ち合い関係にあり、供給業者とは系列関係にある場合が多い31）。このような場合に被
害者や契約者の利益を確保する上で所有者と供給業者との利害調整が必要となる。以上の
ことから、経営基盤の強化が被害者の優先順位下げるのかどうか明確にする必要がある。
（3）公正な事故処理実務
　対人賠償保険における基本的な損害調査の流れは図2－2の通りである。損害保険会社
にはこの過程での公正な査定による正当な補償が求められる。この際、被害者を保護する
ためには、単に中立性を保つだけでなく、どこまで中立性を修正することが公正かが問題
となる。
図2－2　損害調査と保険金の支払匙（出典：鈴木〔1997〕p．1ヱ4）
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　しかし、それ以前の段階にあるのが現状である。このため、まずはクレイム処理におい
て、損害保険会社がステイクホルダーとの中立性を保った公平な実務を行っているかをめ
ぐり、問題が生じている。保険事故発生後の事故調査を行う損害調査会社のアジャスター
や損害保険協会登録の鑑定人、警察・消防・医療機関等の第三者機関との関係が問題とな
る。この実務をチェックするために、自動車保険料率算定会による審査体制が整備されて
いる32）ほか、政府再保険を通じて運輸省が監督33）を行い、さらに業務一般に対する金
融監督庁による監督34）、が存在するが、その透明性をめぐる問題が指摘されている。ま
た、最終的な支払い額やその決定までの示談交渉にあたって、損害保険会社と被害者側の
交渉力に差がある場合の問題が指摘されている35）。
18）以下の整理にあたり、中村〔2000〕p。41の「企業倫理の課題事項と関係領域（表）」
　　から示唆を受けている。
19）自賠責保険の保険料率は自動車保険料率算定会が基準料率を算定し、離島等一部の地
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　　域を除き全国一律となる。このように全体として画一的なシステムが採用されている
　　ため、運用をめぐって損害保険会社の裁量が働く余地は少ないものの、任意保険との
　　関係や付加的なサービスにっいての明確な指針が必要である。
20）自賠責保険での補償をめぐっては死亡時の支払い限度額が1973年に1000万円に引き上
　　げられた際に、自賠責保険最低保障論から自賠責保険基本保障論へ移行した（鈴木〔
　　1997〕p．82）と言われる。このような状況下で被害者がより確実に補償されるように
　　公正な支払い実務が求められるのは当然だが、さらに任意保険で不足分を補ったり、
　　無保険車を減らす等のより積極的な関与をすべきかどうかは意見が別れる。
21）保険における助け合いと一般的な助け合いの違いにっいては田村〔1995〕pp．28－・29を
　　参照のこと。保険団体と個々の契約者の優先順位に関しては、保険メカニズムとして
　　は団体の利益が優先される。このため、保険団体としての事故発生確率が保険の信頼
　　性の核心である（Abraha皿〔1985〕p．423，　442）、と言われる。また、同一のリスク
　　階級に属する場合、集団内での個々の契約者の公平性には厳密な意味では差がでると
　　いう問題もある。Dorfman〔1998〕では数理的公平性の社会的受容可能性について検
　　討している（p．38）。
22）1997年度末段階で官民併せて約1兆8000億円の運用益が存在するが、1997年5月の料
　　率引き下げに伴い赤字となった保険収支の補填に充てられ、2004年度までにゼロにな
　　るとされている。1998年度検証では損害率の改善によりゼロになるのは2008年頃と予
　　測されている（自賠懇〔1999－b〕p．4）。
23）運用益は過去の自動車ユーザーの拠出から生じたものであるため、契約者の世代間の
　　公平性の問題を引き起こすことになる。
24）自賠責保険の運営は損害保険会社の収支構造全体に関係するたあ、株価等による株主
　　への影響はありうる。
25）水島〔1992〕では「保険に固有の公共性がまず与えられ、この公共性を理由に保険業
　　規制の必要性が生まれるというのではなく、低廉安価な良質の商品（保障）を提供す
　　ることが社会的責任であり、そこに公共性が要請される。保険取引の特殊性故に、公
　　的規制によって事業の円滑な遂行を確保する必要がある。しかし、競争を促進して資
　　源の最適配分と消費者利益の増大を図らなくてはならないこと」を指摘している（pp
　　．85～91）　0
26）ひき逃げや無保険車による事故の被害者救済を図ることを目的とした、政府による自
　　動車損害賠償保障事業（保障事業）が存在する（自賠法第71条）。しかし、保障事業
　　と自賠責保険では、特に過失相殺の適用にあたって、前者が重過失による減額が適用
　　されるため、支払い額に差が生じ、被害者間に不公平が生じるという制度的欠陥があ
　　ることが問題になっている（日本経済新聞（1999／7／20）。これは制度上の問題であ
　　るが、損害保険会社がより積極的な被害者保護を行っている実例とも言える。
27）過失相殺の仕組みについては、鈴木〔1998〕pp．191－192を参照のこと。自賠責保険で
　　は、被害者に重大な過失（70％以上）がある場合のみ減額を行う（自算会〔1999〕pp
　　．24・・25）が、対人賠償保険では総請求額から過失相殺を行うので、支払い総額が自賠
　　責の支払い額内であれば全く支払いが行われず、超える時にはその差額のみが支払わ
　　れることになる。このような重過失減額は増加傾向にあり、社会問題化している（鈴
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　　木〔1995〕pp．117－118参照）。また、被害者の過失が100％の場合には無責となる。
　　死亡無責は従来請求件数の5％台だったが、制度改正後の97年度には2．82％に半減し
　　た。これに対し運輸省では被害者の過失が100％でも保険金を支給するという救済策
　　拡充を検討している（朝日新聞（1999／7／17）。
28）営利企業である保険者としては、被害者の過失を大目に見たり、過失割合を小さく見
　　たりするわけにはいかない。むしろ反対に、もしも被害者に過失があればそのことを
　　理由に加害者の支払うべき賠償金の額、従って保険者が支払うべき保険金の額をでき
　　るだけ低く抑える努力をしなければならない（鈴木〔1999〕p。34）。
29）一括払いは対人賠償保険の引受会社が自賠責保険の保険金受領を条件に、自賠責保険
　　の保険金を含め対人賠償保険で一括して支払う方法で、事務手続きの軽減と被害者救
　　済の迅速化を図るため、1973年に導入された。1997年には99．63％の支払いで採用さ
　　れている（鈴木〔1998〕pp．184・’185）。しかしこの制度の適用により自賠責保険での
　　過失相殺が厳格化されることになり問題視されている（鈴木〔1999〕pp．32・－35等を参
　　照のこと）。
30）鈴木〔1995〕p．115・・117では、1991年の死亡案件のうち、支払い件数では70：30、支
　　払総額では84：16を根拠に、被害者への経済的救済に占める自賠責保険の比率の圧倒
　　的大きさが問題視されていた。そしてその後の文献でも同様の問題点が指摘され続け
　　ている。損害調査、自賠責保険での支払いに対するチェック体制の甘さにっいては鈴
　　木〔1995〕p．93、鈴木〔1999〕p．45等を参照のこと。
31）例えば東京海上火災保険の1999年度版のディスクロージャー誌によると、1999年3月
　　31日現在で、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は上位10株主で28．3％を占め
　　る。
32）自算会の審査体制は1998年4月より三審制を採り、異議申立てが可能となっている。
　　（この他日弁連の交通事故相談センターも利用可能である。）改正の経緯と概要にっ
　　いては自算会〔1999〕pp．46・－51参照のこと。形式上は任意保険は各社独自に、自賠責
　　保険分にっいては自算会が審査を行うことになっているが、実務上は各社に任され、
　　1981年からは自算会調査事務所は調査業務から点検業務に業務内容を変更し、任意保
　　険会社の行った査定結果のチェックだけを行っている（鈴木〔1999〕p．45）。このた
　　め公平性に関して問題が生じることが懸念されてきた。そして制度改正後、無責件数
　　が半減したことに対する批判は根強い。
　　またその他の第三者機関としては、日本損害保険協会、自賠責審査会、自賠責懇談会
　　等が挙げられる。さらに再保険制度廃止後の契約者保護のための代替措置として、自
　　賠責保険紛争審査会（仮称）の検討もされている（r日経金融新聞』2000／4／7）。
33）自賠責保険における再保険制度は政府による再保険と、自賠責保険を扱っている保険
　　会社および相互組合による共同プール事務の二っから構成される。政府再保険制度の
　　設立趣旨と概要にっいては保険毎日新聞社〔1998〕pp．141・－148を参照のこと。また損
　　害保険業界は損害保険会社の担保資力の充実により、同制度における政府の役割はす
　　でに果たされたとして、効率性の面からも民間への移行を主張し、存続をめぐり議論
　　が続いている。自賠懇〔1999〕で廃止の5条件を上げ（pp．4・－7）、制度廃止に伴う契
　　約者保護の後退の防止策を示している。
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34）金融監督庁と大蔵省との関係をめぐっては、実体的監督主義による護送船団体制であ
　　ることに加え、天下り体質が問題とされている。また縦割り行政等の弊害も指摘され
　　ている。
35）注3参照。任意保険における示談代行サービスでも同様の公平性をめぐる問題が生じ
　　る。
2－3　公正概念をめぐる倫理的課題事項
　以上のような損害保険会社の対応から生じるステイクホルダーの利害の対立は、自賠責
保険運営上の被害者保護をめぐる倫理的課題事項と言える。っまり、被害者保護を制約条
件とするため、ステイクホルダーを単に平等に扱えばいいのではなく、どのように優先順
位をつけ対処すべきかが問題となる。業務上で倫理的課題事項が発生した場合に倫理的結
果を生むためには倫理的証明が必要である36）。そこで、本稿では制度を運営する上での
権利や義務を示す基準としての「公正（fairness）37）」概念を用いてステイクホルダー
の優先順位を検討していく。
　自賠責保険を金融取引として捉え、その運用をめぐる「公正な取引ルール」について検
討する。法と経済学における把握をもとに導出される公正な取引ルールは、以下のように
大別される3s）。まず、法学における「機会の均等」に類似する概念であり、かつ経済学
における資源配分の「効率性」をサポートする概念である「取引環境整備」と捉えると、
「取引を促進するために、各経済主体の取引機会の平等が事前的に確保されるような取引
環境を整備すること」となる39）。これに対し、法学における「結果の平等」と経済学に
おける「所得分配の公正」に類似しうる概念である「弱者保護」と捉えると、　「情報、交
渉力、判断能力等における劣位者を保護するために、事前的であると事後的であるとにか
かわらず何らかの措置をとること」となる。前者は取引当事者に一定程度の事前の平等を
保障することにより取引を促進するための措置であり、後者は弱者に成果・分配の平等を
確保しようとするものであるが、取引が不活性化しかねないという弊害も指摘される。
　以上の取引ルールを保険契約に適用し、契約当事者にとっての被害者保護の方法を考え
る。前者のルールに従えば、保険数理的に公正な価格（actuarially　fair　price）4°）に
基づき契約を行い、これに見合った契約者への補償を行うことが被害者への公正な賠償と
なる。これに対し、後者のルー一ルに従えば、被害者への賠償を行う契約者を弱者と捉え、
保護のために何らかの救済措置をとることが認められる。自賠責保険の特性4Dから、場
合によっては公正な賠償額以上の価格以上の料率設定につながるような対応も公正という
ことになる42）。そしてどちらの取引ルールに従うにしても、倫理的課題事項が発生する
ことになる43）。
36）Post，et　al．〔1999〕pp．129－131．同書では具体的証明方法として功利主義、権利、
　　功利主義の修正としての正義を採り上げている。
37）　r広辞苑（第5版）』では「公正」を「公平で邪曲のないこと、明白で正しいこと」
　　、　「公平」を「かたよらず、えこひいきのないこと」、　「平等」を「かたよりや差別
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　　がなく、すべてのものが一様で等しいこと」、とする。
　　Rawls〔1999〕は正義は徳性の一っでしかないが重要なものである（p．32）とする。
38）以下の分類は日銀〔1999〕p．52に依拠している。同稿は日本銀行経済研究所における
　　「金融取引における公正（fairness）の概念に関する法律問題研究会」における議論
　　の整理として取りまとめられたものである。
　　田村〔1996〕は「機会平等主義」に立脚する市場経済には機会の平等を保証する機構
　　は本来的に内在しないが、保険制度は機会平等主義の円滑な運用を保証する役目を負
　　うことを指摘する（p．26）。
39）公正は正義と同義で用いられる。正義とは大まかに人間の行為や制度の正・不正の評
　　価基準であり、「等しい者をどうしを平等に、等しくないものどうしを不平等に扱う
　　こと」を通じて「各人に彼の正当な持ち分を与えること」を指し、その内容は「根拠
　　のない差別の除去」と「競合する諸要求の間に適正なバランスを確立すること」であ
　　る（川本〔1995〕pp．7～9）。
40）Black，　Jr．＝Skipper，　Jr．〔2000〕p．634．同書ではでは保険における公平（equity）
　　を「損失の期待値と被保険者が保険団体にもたらすコストに相応した保険料を課すこ
　　と（p．28）」とし、これはアンダーライティングの目標であるが、現実には達成不可
　　能であると指摘する。Dorfman〔1998〕ではmathematically　fair　price（p。31）と
　　表現される。また、田村〔1995〕では保険における公正にっいて保険技術的公平性（
　　p．28）、水島〔1992〕では保険数理的公平性（p．93）として言及している。
　　一般的な意味での効率性と公平性のトレードオフにっいては橘木〔1999〕p．192等を
　　参照のこと。
41）自動車保険は営利と非営利の二元制度であることにより倫理的課題事項を抱えている
　　。自賠責保険と任意保険の一元化による民営化問題は、主な懸案事項となっている。
　　これに関して、福祉国家のセーフティネットとしての保険会社の役割（橘木〔1999〕
　　p．38）と、官民の役割分担とそこでの利権が問題となる。
　　「私保険は社会保険と異なり私的経済取引の一種であり、個々の契約者と会社との私
　　　的契約によって成り立っ。それ故、個々の契約者は自己の経済的利益の最大化を目
　　　指して行動すればよい。一方会社側の義務は保障の確実な履行と共に同じ条件にあ
　　　る契約者を同等に扱うことであり、それが私保険でいう公平に他ならない（田村〔
　　　1995〕　p．29）　o　」
42）保険数理的公平性（actuarial　equity）はときどき社会的公平性（social　equity）
　　と対立し、内部補助（subsidization）の社会的受容可能性が高まる（Dorfman〔19
　　98〕p．38，Black，　Jr．・Skipper，　Jr．〔2000〕p．28）。これは保険団体全体で不利益を引
　　き受ける（Abraham〔1985〕p．431）という考え方である。田村〔1995〕では自賠責
　　保険をめぐる実例を示しながら立場により公平性が対立的に二様に解釈されることを
　　指摘している（pp．23・－32）。
43）前者の場合は被害者を社会的弱者と捉えるもので、何らかの救済措置をしない限り被
　　害者保護はできなくなるので、社会的公平性をめぐり倫理的課題事項が生じる。後者
　　の場合は、特定の契約者の利益が優先されるため、保険団体全体と個々の契約者の利
　　益の優先順位をめぐる倫理的課題事項が生じる。
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3．損害保険会社の企業戦略上の自賠責保険運営指針
3－1　倫理と戦略
　自賠貴保険を含めた自動車保険をめぐる倫理的課題事項をふまえ、損害保険会社全体の
企業戦略にっいて検討する。Free皿an＝Gilbert，　Jr．〔1988〕によると、「企業は誰に対し
て道徳的責務を負い、誰の利益に供するのか」を判断基準として、企業目標との関連から
意思決定を行うことにより、企業戦略は以下の七点に大別される44）。
（1）株主企業戦略
　企業は株主の利益を最大化しなくてはならない。この場合株主のためにならない経営は
非道徳的であり、株価との関連で短期利益の追求が求められる。しかしこの戦略は現実に
は行われていない。
（2）経営者特権企業戦略
　企業は経営者の利益を最大化しなくてはならない。経営者は自己の利益のために行動す
べきで、保身のために結果的にステイクホルダーを重視することになる。これは現実に一
番多いパターンであり、倫理的利己主義45）による正当化が可能である。
（3｝特定ステイクホルダー一・一・・企業戦略
　企業は顧客・従業員・株主といった狭義のステイクホルダーの利益を最大化しなくては
ならない。経営者は企業と受託関係にあり、ステイクホルダーはそれぞれ企業と依存関係
にあり、この戦略ではステイクホルダーのためにする行為は自己のたあにする行為と捉え
られる。このため最も支持されやすい戦略とされる。
（4）非特定ステイクホルダー企業戦略
　企業は全てのステイクホルダーの利益を最大化させなくてはならない、という功利主義
的な46）企業戦略である。ステイクホルダー全体の利益を公共の利益と捉え、その利害の
対立を調整するのが経営者の役割とする。従ってステイクホルダー一の範囲を狭めれば社会
的厚生の向上は容易となる。そして企業にとっての最終的な目標はその存続であり、結局
は株主の利益の最大化が必要ということになる。
（5）社会調和企業戦略
　企業は社会の調和を最大化させなくてはならない。これは社会的目的の対立をなくすこ
とを目指すもので、日本のような集団主義的経営になじむとされる。しかし他の価値観が
認められないという難点がある。
⑥ロールズ的47）企業戦略
　企業は最も恵まれないステイクホルダーのレベルが上昇する結果に不平等が導く場合に
のみステイクホルダー間の不平等を促進させなくてはならない、っまり企業活動には自由
な門戸を広げ、その上で弱者救済へは特権を与えるというものである。これは困難だが企
業が目指しているアプローチである。
（7）パーソナル・プロジェクト企業戦略
　企業はそのメンバーが自分の企てを実行可能にすることができる能力を最大化させなく
てはならない。従って個人の自主性を重んじ、企業をそのための手段と考える。この戦略
についての実例は大企業では今のところ存在しない。
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　以上の企業戦略はどれも唯一絶対のものではなく、基準となる戦略は存在しない。そし
て意思決定にあたっては、①企業の真の目標とは何か、②経営者と従業員の目標の乖離、
③どんなステイクホルダーがいるのか、④実施した企業戦略の点検の必要性が指摘されて
いる。
44）以下の記述はFreeman・Gilbert，　Jr．〔1988〕pp．64－86に依拠している。
45）利己主義は心理的利己主義と倫理的利己主義に分類されるが、前者はすべての人間は
　　自分自身で認知した利己心のもとで常に行動するよう動機づけられているという記述
　　理論、後者は人間は自分自身の最高の利益をべ一スとして行動すべきであるという規
　　範理論を示すものである。快楽だけを対象とし、他人の快楽のためには行動できない
　　と捉えることは利己主義に対する誤解である（Shaw＝Barry〔1998〕p．53）。
46）功利主義は行為の結果に行為の道徳的価値を置き、一個人ではなく社会全体の効用を
　　重視して、様々な選択肢を評価する手段である。行為の全てのプラス面を加算し、そ
　　れをマイナス面と比較し、「最大多数の最大幸福」の原理に基づき意思決定する。功
　　利主義は何らかの意思決定が不可欠だが方針が一致しにくい場面において解決の方向
　　を示すことになるため、ビジネスのコンテキストでの適用に有効であるが、適用上の
　　制約条件があり混乱を引き起こすこともある（Shaw・Barry〔1998〕pp．57－・60）。
47）正義論については3－2－3で言及する。
3－2　自賠責保険の公正な運営指針
　損害保険会社は、被害者を弱者と位置づけその保護を制約条件として自賠責保険を運営
しているが、ステイクホルダーの優先順位と営利企業としての運営指針をめぐる「公正」
概念にっいては不明確であり、混乱が生じている。しかし、ロールズ的企業戦略を指向し
たものと捉えられるため、その正当性にっいての倫理的証明を試みる48》。
3－2－1　自動車事故発生の不確実性と保障ニーズ
　自動車事故は過去の統計から保険団体としてのある予見可能性はあるものの、個々の契
約者はその発生の不確実性にさらされている。またハイリスクの契約者だけが事故を起こ
すわけではない49）。そして自動車保有者である契約者はこれに付随する賠償責任を負う
が、加害者（場合によっては被害者）としての自助努力も求められている5°）。さらに金
融取引の一方の当事者として契約者を捉えた場合も、自己責任が求められる度合いが強ま
っている5D。
　これに対し、被害者は自動車事故に遭遇することにより社会的弱者になる可能性が高ま
るが、賠償を受けることによりその程度は軽減可能となる52）。しかしどのような場合に
も適応可能な、被害者自身による自助努力も求められている。同時に、被害者が自動車事
故を担保可能な保険に加入しているかどうかで状況は異なるが、賠償資力のないものが絶
対的な社会的弱者になることを回避する必要もある53）。
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　いずれにしても、被害者と契約者双方にとって自動車保険は不可欠である。そのため、
まずは保険の入手可能性を確保し、保障ニーズを満たすことが損害保険会社の役割と言え
る54）。
48）ここでは損害保険会社の政府や業界全体の規制に従った上での個別企業としての対応
　　を問題としているため、遵法を最低限のレベルとした企業戦略が必要となる。公的規
　　制と自主規制と個別企業の企業倫理は相互に関係するものである。詳細についてはエ
　　プスタイン〔1996〕pp．178－189を参照のこと。
49）　Abraham　〔1985〕　p．426．
50）より完全な保障ニーズを満たすための人身傷害補償保険が存在する。これにより過失
　　相殺を適用せず、保険金を迅速に支払い被害者を保護することが可能になる（鈴木〔
　　1999〕p．31）。東京海上火災が1998年10月に我が国初のこの人身傷害補償保険である
　　TAPを発売して以降の販売実績から、この種の保障ニーズが高まっていることが裏付
　　けられている。TAPの開発と商品概要にっいては星野〔1999〕参照のこと。しかし同
　　時に、このような責任原理から補償原理への移行による収支悪化の懸念も指摘されて
　　いる（西嶋〔1999〕等参照のこと）。また、安田火災海上が販売するリスク細分化保
　　険が販売開始5カ月で契約件数が100万件を突破した（rインシュアランス（損保版
　　）』第3888号（2000／3／23）』ことからは、別のニーズの高まりも指摘できる。
51）この点については日銀〔1999〕pp．56－57を参照のこと。
52）各種の生活リスクの中で自動車事故だけを特別視することにっいては異論もある。そ
　　のようなリスクに対応するために社会保障が存在するが、それとの役割分担をめぐり
　　問題が生じやすい。社会保険の基本方針と具体的支払い方法にっいては保険毎日新聞
　　社〔1998〕p．99参照のこと。
53）自賠責保険は対歩行者の事故を想定して設立されたが、現在は対自動車も多い。後者
　　に該当するケースでは損害保険会社間での示談交渉となる場合が多く、当事者の賠償
　　資力の面でも交渉力の面でもトラブルは引き起こされにくい。しかし自ら賠償資力を
　　確保することが困難な「交通弱者」である子供や高齢者等が被害者である場合におけ
　　るより積極的な保護の必要性は変わっていない。
54）Rawls〔1999〕では権利と義務を割り当てっっ、社会の利益を増進させるのが正義で
　　あり（p．9）、社会的な協力が福祉（we11－being）の向上にっながる（p．9）ことを
　　指摘する。
3－2－2　個別契約者の保険加入行動と損害保険会社の対応一二っの公正概念一
　被害者に対する賠償を実際に行う契約者は、保険団体内の保険事故に遭遇した少数のメ
ンバーに限定される55）。このようなメンバーが保険数理的に公正な拠出に基づく正当な
給付を得られることには問題はないが、賠償額の認定方法次第でさらなる補償を得ること
にっいても正当化可能ではある。しかし、契約者間で被害者救済の捉え方をあぐり意見が
対立するse）。個々の契約者の保険加入動機はリスク観の違いにより異なるものの、保障
を得ることで自己の効用を高めるという点では倫理的利己主義により説明可能なものと言
える。これに対し、保険メカニズムに則った対応は、保険団体全体の総和としての効用の
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最大化を目指す団体優先の功利主義により正当化可能である。これにより、社会的厚生を
最大化させ、結果的に社会的弱者を救済することにっながる。しかし同時に保険事故に遭
遇した個々の契約者への手厚い補償を求める動きは根強い。
　以上のような対応は、非特定ステイクホルダー企業戦略と捉えられる。これにより被害
者を含めたステイクホルダーの利害が調整できれば正当化可能である。しかし、後述する
ような功利主義そのものの欠点に加え、契約当事者を含めたステイクホルダーの保険利用
動機に配慮すると、公正な分配を実現するには、功利主義的対応を修正することが必要と
なる。
55）1998年度末の自動車と原付自転車の保有台数は8495万台に対し、当年度の損害調査受
　　付件数は1，205，667件だった（算定会〔1999〕p．7，12）。これをもとに対人事故率を
　　算出すると1．42％となる。
56）2－2参照のこと。
3－2－3　正義論における公正と損害保険会社への適用可能性
　ロールズ的企業戦略の損害保険会社への適用可能性を検討するため、まずは正義論にっ
いて概説を行う57）。
　ジョン・ロールズ（John　Rawls）は「最大多数の最大幸福」に代表される古典的功利主
義における分配原理の欠如等を批判し、その代替案として正義論を導出した58）。それに
よると「無知のヴェール（veil　of　ignorance）」の下での選択は正義の原理に従い、社
会的基本財（primary　goods）59）は原則的に平等分配すべきという「公正としての正義
」が承認される。ただしこの場合、秩序ある社会（we11－ordered　society）における道徳
的人格（moral　person）の存在が前提となるe°）。正義の二原理は基本的な自由に関して
は全員に平等な権利を賦与する第一原理と、社会的・経済的不平等を①公正な機会均等、
および②最も不遇な人びとの利益の最大化を図る、という二条件に合わせて調整する第二
原理からなり、第一原理で基本的な自由の優先権を確保しておいて、第二原理で平等と効
率性との折り合いを求めている61）。そして結果的に社会的・経済的な不平等は不可避に
発生するため、社会的弱者への別枠の対応をするための是正策として、「公正な機会均等
原理」に加えた、「マキシミン・ルール」に則った「格差原理」を採用する62）。従って
下位原理の優先順位は①第一原理→②機会均等原理→③格差原理となる。
　自動車事故発生の不確実性下での契約者の保険加入行動を「無知のヴェール」の下での
選択という特定された状況とすれば、正義の原理に従う63）ことになり、損害保険会社に
はそのニーズに応じた運営が求められる81）。まず第一原理に従い、自動車ユーザー全員
に損害賠償に備えるための保障を受ける自由平等な権利を賦与することは、多様な選択肢
を確保することで実現可能である。これにより損害保険会社が営利企業としての活動を促
進させることが公正と言える。また、このような自由な選択ができないユーザーや保険へ
の加入意思のないユーザー65）に最低限の保障を確保させることは義務である。特に前者
にっいては、自賠責保険との二本建て制度により強制保険部分を保つことで、第二原理に
従い公正ということになるG6）。
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57）本稿ではRawls〔1971〕にもとづき同書の最新版であるRawls〔1999〕までの変化を
　　踏まえて必要な修正を行いながら議論を進めている。またロールズの学説にっいては
　　川本〔1995〕pp．25・－36を参照した。また本稿での議論に直結する部分のみを概説する
　　に止める。
58）Rawls〔1999〕pp．19－24。ロールズは功利主義を個人の複雑性や個人間の差異を真剣
　　に受け止めていない結果分配原理が欠如しており、さらに欲求満足（＝＝善）の源泉や
　　質は問われていないとして批判している。
59）合理的な個人であれば、誰でも望むであろうと推定される「善いもの」であり、具体
　　的には、自由と機会、所得と富、生きがいの基礎を指す。
60）Rawls〔1999〕p．11，17．この際正義概念が満たすべき形式的制約も事前に了解されて
　　いることも要件となる。ロールズは正義論を「十分に発達した社会的諸制度がすでに
　　存在しており、それが長期にわたる発展の結果を示している場合に適用される理論」
　　と限定条件をつけると同時に、考察の基礎となる枠組みを作ることの意義を強調する
　　（Rawls　〔1980〕　p．520，571）　0
61）　Rawls　〔1999〕　p．53．
62）　Raw夏s　〔1980〕　p．568．
63）森宮〔1985〕pp．135－168ではリスク処理手段の選択方法にっいて、最小の便益の最大
　　化であるマクシミン（maximin）ルールとともに、最大の便益の最大化であるマクシ
　　マックス（Maximax）ルールと、最大の「リグレット」の最小化であるミニマックス
　　（minimax）ルールを採り上げる。そして企業を対象に不確実性下のリスク選択行動
　　にっいて、自然状況、保険の利用等状況による選択の違いにっいて概説している。
　　ロールズは1980年代以降は、正義論を合理的選択理論として特徴づけたことを誤りで
　　あったとし、カント的な秩序ある社会における正義原理を積み上げていくものとし、
　　功利主義的な側面を否定し、対決姿勢は弱められた（川本〔1995〕p．34）。ロールズ
　　の理論では関係者は相互に利害関係がないことが想定されている（Rawls〔1999〕p，
　　12）が、現在の保険団体はそのような状態と捉えられ、本稿で対象とする自動車事故
　　発生の不確実性下での契約者の自動車保険加入行動を説明する上でマキシミンルール
　　に従った格差原理を参考にすることは有効と考えられる。
64）注50参照。
65）保険加入意思のないユーザーに対しては強制保険にしても損害防止効果が薄いという
　　指摘もある（Shavell〔1986〕pp．54－55）。
66）しかし現行制度からは多くの問題が生じているし、さまざまな代替案が考えられる。
　　例えば、強制保険部分を残した上での一元化し、民営化することも可能である。しか
　　し性質の異なる保険であることと、保険数理的公平性との関係から、ステイクホルダ
　　ーの利害調整を容易にするには、現行の二本建て制度の改善が望ましいと考える。ま
　　た、民営化についても、効率性や契約者間の公平性、他の保険商品との関係から、公
　　正という観点から正当であってもさらに検討する必要がある。さらに諸外国で採用さ
　　れているノーフォルト制度等検討の余地は多い。また、鈴木〔1995〕では自賠責保険
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の赤字体質に関して、支払い抑制のためのチェック体制の甘さを指摘し、①ユーザー
が参加する常設の医療費監視機構の必要性、②自賠責保険金の支払いを任意保険の無
事故割引率に反映させる、といった改善案を挙げている（pp．94・’99）。
3－3　損害保険会社の企業戦略上の自賠責保険運営指針
　現行の二本建て制度により、営利企業としての経営基盤の強化を図り、その際被害者保
護を制約条件とする損害保険会社の運営指針は公正と言える。一営利企業として任意保険
による自由選択の余地を残し社会全体のレベルアップを図る67）ことは分配の公平を確保
し、被害者救済のための自賠責保険での最低限の保障の確保68）が、自動車運送の健全な
発達にっながると考えられる。しかし現実の制度運営は必ずしも公正が保たれているわけ
ではなく、まずは法的レベルで正当性を示すための改善から必要となる69）。
　損害保険会社は自賠法の目的から被害者保護を優先するが、同時に企業として保険数理
的公平性を制約条件として、契約者と所有者の利益を確保する必要がある。公正概念にっ
いての認識不足から、明確な根拠がない保険の公共性や福祉性7ωを持ち出し正当化手段
とする傾向がある。保険数理的公平性を軽視するような自賠責保険の運営を行うことは、
「悪い弱者救済7D」でしかなく、社会的厚生を引き下げる結果となる72）。契約者の保
障ニーズを満たす商品開発とより有利な料率の実現のための公正な競争を行うことによる
被害者救済を行う必要がある。また、格差原理による別枠での弱者救済措置についても、
分配を公正にするための保険数理的公平性を一っの基準としたメリット・デメリット制の
導入等、自賠責保険をより効率的に運営するための改善は可能である。
　次に、政府との関係では、まずは役割分担を明確化する必要がある。例えば注3で採り
上げた自責懇で示された個別の論点の一っである政府再保険制度の存続や運用益の使途問
題を既得権益を守るための単なる利権問題として対処している限り、根本的な問題解決に
は至らない。一営利企業が社会政策的な事業を行っていることを認識し、すべきこと、さ
らにできることにっいて、公正概念に基づき判断し実践していく必要がある。そして、今
後はコーポレート・ガバナンスの観点からも、所有者の利益への配慮の必要性が高まるた
め、自賠責保険の位置づけを明確にし、損害保険会社全体の収支構造を安定させるような
運用を行うことが急務である。
　これに対し、ステイクホルダーとの公正な取引を求めるためには、損害保険会社自体が
公正な経営を行っていることが前提である。例えば鈴木〔1999〕で採り上げられたような
問題点に対し、倫理的レベルで正当な対応をするためには、まずは損害調査での中立性を
保っことが必要となる。公正な損害査定をするには、供給業者にあたる関係者、競合企業
である損害保険会社間、政府、との公正な取引関係を保っとともに、その正当性を示すた
めの情報開示をし、さらに制度的欠陥等行政に対するチェック機能を発揮することも求め
られる。また最近の金融取引においては、規制緩和に伴い消費者の自己責任原則が強まっ
ている73）。自己責任原則を要求するには、取引ルールに関する不確実性が可能な限り除
去されていることがその大前提であり、この意味で「取引環境整備」は「自己責任原則」
の前提となる環境整備である74）。
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67）自賠責保険での保障範囲を広げるべきかどうかという問題は、効率性の問題としてよ
　　りも、損害保険会社の利権問題として採り上げられる傾向にある。
68）同様の例として、我が国の年金制度が挙げられる。国民年金制度における全国民共通
　　の基礎年金部分と、自動車保険の自賠責保険を同様に評価することが可能である。こ
　　のため物価スライドや最低生活の保障に該当する補償範囲の修正、拡大は不可欠とも
　　言える。
69）そのための制度整備の一例として、1998年4月に自算会に「審査会」と「再審査会」
　　が導入されたことが挙げられる。まずはこのような制度を公正に利用することが求め
　　られている。
70）福祉性そのものは肯定される（鈴木〔1983〕pp．3－4）。損害保険業と福祉の関係にっ
　　いては鈴木〔1983〕pp．1－15を参照のこと。
71）日銀〔1999〕p．54。また川本〔1995〕は自由市場システムの利点として、①資源配分
　　の効率性を実現する、②平等な自由および機会の公正な均等を両立することをあげ、
　　経済の正義であるとする（p，32）。また、Black，　Jr．・Skipper，　Jr．〔2000〕では、私
　　保険市場でリスク細分化により競争を促進させ、逆選択のスパイラルを防ぐ必要性を
　　指摘する。しかし同時に保険メカニズムとの関連で、リスク細分化にも限界があるこ
　　とにも言及している。
72）不公正に対する救済策は実行可能でもコストがかかるため、効率性とリスク再配分の
　　妥協を図り、強制保険により市場の効率性を保つことも必要（Abraham〔1985〕p．45
　　1）という指摘もある。
73）例えば日本版金融サービス法にあたる消費者契約法案（2000年3月7日閣議決定、20
　　01年4月1日施行）では消費者に自己責任原則を求める上での事業者の責任として、
　　第一条において「消費者と事業者との間の情報の質並び量並びに交渉力の格差にかん
　　がみ、消費者の利益の擁護を図り…もって国民生活の安定向上と国民経済の健全な発
　　展に寄与するすることを目的とする。」と明文化されている。
74）日銀〔1999〕p．57。
4．むすびにかえて一新たな問題提起一
　以上の考察から、損害保険会社がその企業戦略の中での自賠責保険の位置づけと運営指
針を策定する上で、自賠責保険の運営をめぐる「公正」概念の重要性が明らかになってき
た。しかし、損害保険会社、契約者、社会一般にとっての公正概念には差異があり、保険
数理的公平性も社会的公平性と必ずしも一致するとは限らない。被害者保護のために保険
数理的公平性を歪めることが公正かどうか問題である。自賠責保険の目的を果たす上での
一営利企業としての損害保険会社にとっての被害者の位置づけをめぐり、ステイクホルダ
ーの利害の対立は避けられない。そして、企業目標との関係からこの調整を行うのが経営
者の役割である。本稿ではロールズ的企業戦略を用いて説明を試みた。公正概念にっいて
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のより詳細な考察によりさらに議論を深める必要がある。
　企業をめぐるステイクホルダーの要求は高度化し、従来以上に利害の対立が生じやすく
なっており、明確な基準なしには対応しきれない状況にある。このような問題は企業にと
ってのリスクとして把握すべきものになっている75）。損害保険会社にとって、自賠責保
険をめぐる倫理的課題事項への十分な対処ができないことが、主力商品としての自動車保
険全体の収支構造を悪化させ、社会問題化による間接損害もあわせ、企業としての存続に
関わるリスクとなる。
　さらに、自賠責保険をめぐる制度改正に限らず、最近の損害保険会社をめぐる環境変化
は著しい。料率自由化による競争激化だけでなく、リスク処理そのものにっいての多様な’
選択肢が広がっている75）。現行の制度に安住しているのではなく、損害保険会社は総合
リスク産業としてあらゆる変化に対応可能な企業戦略を確定させなくてはならない。契約
者となる消費者には、自助努力が求められるのが現状であり、リスクに対するよりよい自
衛手段を求めている76）。自賠責保険は強制であるものの、現行のままの運営では新たな
社会問題が生じ、任意保険については存続が危うくなることも想定される。また、損害保
険会社間での駆け引きや政府との利権争いに執着しているだけでは企業としての存続は望
めない。
　自動車本体や交通環境、医療環境その他の外的な技術要因も日々進歩しており、　「くる
ま社会」そのもののあり方も変化しているが、自動車事故の件数そのものは増加傾向にあ
り、生活リスクとして存在し続けている。企業は利益を挙げるだけでも倫理的であるだけ
でもなく、両方の責務を同時に果たすことを求められ、今後もこの傾向は変わらない77）
と言われる。このような状況に対応するには、損害保険会社は、一営利企業として、誰に
対して何をすべきかを明確にし確実に実施することが求められる。
74）ステイクホルダーの適正なニーズに関心を向け期待に応えることなしには長期的な成
　　功はない（Carro11〔2000－b〕p．64）。
75）Abraham〔1985〕p．452．デリバティヴやリスクの証券化等ARTの発展によりリスク
　　処理手法が高度化している。また1998年7月の保険料率の自由化以降、リスク細分化
　　による料率引き下げと補償内容、流通チャネルの多様化が進み、自動車市場の競争は
　　非常に激化している。
76）契約者は自分を保護する方法が分かれば保険を購入しなくなる（Abraha皿〔1985〕p．
　　425．
77）　Carroll　〔2000－a〕　P．35．
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